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最新 ITを活用した取り組みは、欧米先進国だけでなくアジアの新興国にお
いても増えており、今後は活用範囲が一気に広がる可能性が高い。本稿では、

ASEAN（東南アジア諸国連合）やインドなどアジア新興国における事例
を参照しつつ、最新 ITを活用した事業展開の可能性やその在り方について
考察する。
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専門はグローバル ITマネジメント、ITを活用した業務改革

アジア新興国における最新 ITの活用
─日本企業の経営課題と解決のためのアプローチ─

最新 ITの急速な普及の可能性

　人工知能、自動運転車、IoT（Internet of 

Things。さまざまな機器やセンサーがイン

ターネットにつながった状態またはその仕組

み）、Industry 4.0（「第 4 次産業革命」を意

味するドイツの国家的技術戦略）、FinTech

（金融と技術を掛け合わせた新しいサービス）、

ブロックチェーン（全ての取引の監査証跡管

理を第三者機関の介在なしに可能にする技

術）といった言葉が新聞や雑誌、書籍をにぎ

わせている。

　それらは先進国の話で、アジア新興国とは

あまり関係がないと思うかもしれないが、最

新ITがアジア新興国で活用されていないのか

というと決してそんなことはない。あらゆる

物の状態をデータ化するIoT、それらのデー

タとソーシャルメディアなどのデータを併せ

て取り扱うビッグデータ、人間が扱いきれな

いビッグデータの分析を支援する人工知能な

どにより、製品・サービスに新しい価値を加

えたりビジネスモデルを変革したりするケー

スは、数こそ先進国には及ばないものの、ア

ジア新興国でも着実に増えてきている。

　特にアジアの新興国では、固定電話が普及

する前に携帯電話が一般化したように、新し

い技術が従来技術を飛び越えるスピードで普

及する。これをリープフロッグ（かえる跳

び）現象という。既存のインフラが整ってい

ないからこそクラウドやIoTが普及しやすく、

その結果、おのずとビッグデータや人工知能

へのニーズも高まり、これら最新 IT が急速

に普及する可能性があるという見方である。

拡大するアジア市場と日本企業の
経営課題

　ここでは、いったん最新ITの話を離れて、

アジア新興国市場の動向と、日本企業にとっ

ての経営課題について見ておきたい。

（1）アジア新興国市場の動向

　アジアに進出している日本企業にとって最

近の大きな出来事は、2015年末に東南アジ

ア10カ国から成るASEAN経済共同体が発足

したことであろう。これにより、ASEAN 域

内の市場統合は今後ますます進むことにな
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る。IMF（国際通貨基金）が発表

した「World Economic Outlook 

Database October 2015」によっ

て試算すると、2015 年末時点の

ASEAN 全 体 の GDP は 2 兆 4,170

億ドルに達する。また、カンボジ

ア、ラオス、ミャンマー、ベトナ

ムという ASEAN 後発国の経済成

長、都市部の富裕層の増加、中間

層の購買力向上による高い成長期待など、市

場としての魅力は確実に高まっている。日

本、韓国、中国、オセアニア、インドなど

ASEAN 以外のアジア諸国も、ASEAN 諸国と

自由貿易協定（FTA）を含む経済連携協定

（EPA）の締結を積極的に推進しており、ア

ジア全体でのビジネスの広がりや、新たな事

業機会の創出も期待される。

　市場の拡大が進む一方で、欧米企業や韓国

企業、現地企業も当地域での事業拡大を加速

させており、域内での競争は厳しさを増して

いる。労働力の確保も喫緊の課題となってい

る。安価な労働力を期待して進出したもの

の、市場の拡大に伴って都市部では人件費が

高騰している。また、せっかく時間をかけて

教育した従業員が他社に引き抜かれてすぐに

辞めてしまったり、品質管理意識の低さに苦

労したりするケースは多い。（図1参照）

（2）日本企業の経営課題

　このような状況下、アジア新興国における

日本企業が抱える経営課題も多様化・高度化

している。例えば、販売・マーケティング分

野では、これまでの作れば売れる時代から顧

客志向の時代にシフトしており、市場内の競

争激化もあって、先進国と同様の高度なマー

ケティングや販売戦略が求められるように

なっている。

　製造分野では、すぐに辞めてしまう従業員

に頼らなくてもいいように工場の機械化、自

動化、ネットワーク化を進めて生産効率や生

産品質の向上を図りたくても、日本国内の工

場の先進化が最優先で、アジア新興国の工場

に積極的に投資する状況には至っていない。

また、ASEAN の市場統合が進む中で国や地

域を超えた事業を展開しようと思っても、国

や地域によって商慣習や法制度が異なるため

に、自社単独での事業展開や市場開拓が難し

いというケースが多い。

最新 ITの活用と事業展開

　それでは、以上のような課題を踏まえて、

日本企業がアジア新興国でどのように最新

ITを事業展開に生かせるかを見てみよう（次

ページ図2参照）。

（1）新興国ならではの“自由度”を活かす

　タイに進出している日本のある自動車メー

カーでは、従来は顧客が販売店に訪問するの

を待っているだけだったが、顧客に関するさ

まざまな情報を活用して顧客に直接アプロー

図1　アジア新興国市場の動向

人材難
高い離職率

品質意識の低さ
他社との人材獲得競争

競争の激化
韓国企業の市場浸透

幅広い業種で欧米企業の進出
現地企業の事業展開

マイナス
動向

「市場」としての成長
ASEAN後発国の成長
都市部の富裕層の増加
ミドル層の購買力向上

ASEAN市場統合
単一市場としての規模の魅力

国・地域を超えたビジネスの広がり
新たな事業機会

プラス
動向

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2015 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.



20  | 2016.07

トピックス

チする販売方法を取り入れること

にした。

　活用するのはFacebookのよう

なSNS（ソーシャル・ネットワー

キング・サービス）上の情報、自

社商品サイトへのアクセス履歴、

自社の顧客管理システムや代理店

管理システムに収められた情報な

どである。これらの情報をビッグ

データ、人工知能技術などを用い

て分析し、顧客（既存顧客や見込み客）がど

のような車種に興味を持っているのか、いつ

購入してくれそうかなどを把握し、その人

に合ったコンテンツをEメールなどで自動的

に送信する。また、販売店とも情報を連係さ

せ、販売店がその情報を利用して顧客に直接

コンタクトを取ることができるようにしてい

る。さらに、インターネット経由の顧客に対

して特別なディスカウントを提供したりする

ことで、販売店への高い送客率を実現した。

　インターネット上のさまざまな情報を掛け

合わせて分析することで見込み客に関する少

ない情報を補い、その顧客に価値の高い経験

を早期に提供することが可能になる。ネット

とリアル店舗を融合させたこのようなマー

ケティングをオムニチャネル戦略と呼ぶが、

メーカーが販売店の事業領域に踏み込むも

のと捉えられることもあるため、日本では、

メーカーと販売会社の互恵関係や商慣習も

あってハードルが高い。自動車会社と販売店

の力関係や商慣習が日本とは異なり、ビジネ

ス上のしがらみが少なく “自由度” の高いア

ジア新興国だからこそ迅速に実現できた事例

といえる。

（2） 人と ITによるハイブリッド生産方式で

日本企業の“技術”を活かす

　日本の製造業は、作業の工程と内容を標準

化・マニュアル化した上で、従業員の教育や

現場の改善活動を通じて、一定の生産効率と

生産品質を確保してきた。この方式は、欧米

へのグローバルな事業展開にもそのまま適用

することができた。

　しかし、このような方式は一定レベルの均

質な労働力の確保が前提となっており、従業

員の品質意識が比較的低く、平均就業年数が

極端に短いアジア新興国にそのまま適用する

ことは難しい。これに対する解決策は、工場

の機械化、自動化、ネットワーク化を進め、

人に頼らない生産方式を確立することによっ

て生産効率や品質を向上させることだが、大

規模な投資が必要なために取り組みが進んで

いないのは前述したとおりである。

　これは日本企業だけの問題ではなく、ドイ

ツの企業でも同じ状況が見られる。ドイツ

の工場では、既にロボットの全面的な導入、

ネットワーク化などによって “スマートファ

クトリー” 化が進んでいるが、新興国の工場

では費用対効果の観点から後回しにせざるを

図2　アジア新興国における日本企業の経営課題と最新 IT活用
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得ない。そういう工場で見られるようになっ

てきたのが、人と最新 IT を組み合わせたハ

イブリッド型の生産方式である。ドイツ企業

ならではの高い生産技術を前提に、既に人手

による効率的・高品質な生産方式が確立され

ている一般工程では引き続き安価な労働力の

恩恵を享受し、品質を左右する重要な工程に

対してのみ最新ITを導入するのである。

　ドイツの自動車部品・電動工具メーカー

Bosch社の事例を紹介しよう。インドの同社

工場のある製造ラインではねじ締め作業の品

質向上が課題となっていた。ねじは正しい角

度と適切な強さで締める必要があるが、人に

よる作業では精度に限界があるため、同社で

はねじを締めるドリルにセンサーを取り付け

て、角度や力の強さなどの情報を取得できる

ようにした。この情報を元に、正しく締めら

れた場合はコンソール（制御卓）画面上に緑

色の表示が、適切でない場合は赤色の表示が

現れる。こうして作業品質を即時に可視化す

るとともに、これらの情報をデータベースで

一元管理し、人工知能技術を活用して分析す

ることで品質の改善につなげている。この仕

組みを導入した結果、組み立て工程における

品質問題の検知・調査・対策に必要な時間・

工数が半減するなど、生産効率の面でも大き

な成果が表れているという。

（3） 現地企業と補完し合える“Win-Winの

関係”を築く

　最後は、アジア新興国での事業展開に際し

て現地の企業と提携した例である。新しく市

場に参入する際は、販路の確立に多大な労力

を要し、またサービスの構築や市場分析など

に必要なデータを新しく収集するのも大変で

ある。一方、現地の企業は、現地の情報や経

験は豊富にあるものの、新しいサービスを開

発するための資金力や技術力が少ない。その

ため、現地の企業と提携して、資金や技術を

提供する代わりに、自社にはない情報やノウ

ハウ、リソースを提供してもらい、双方が相

手の利点を生かした事業展開を可能にするエ

コシステム（企業間の連携・協業）の構築が

有効である。最新 IT を事業の元としている

企業がアジア新興国に進出しようとする場合

にも、その技術を利用可能な事業を行ってい

る現地の企業と提携した方が有利である。

　日本のIoTベンチャー企業Global Mobility 

Service は、フィリピンの自動車リース会社

と提携して、最新 IT を使った自社製品の市

場開拓を図っている。同社が提供するのは、

車両に取り付けた機器によって位置情報を把

握し、車両を遠隔制御するプラットフォーム

である。リース会社は、利用者の支払いが滞

れば遠隔制御で車を止めたり、車両を回収し

たりすることができるなど確実な資産保全が

可能になるため、与信審査の基準を下げて顧

客を増やせるようになる。この事業モデルは

自動車販売会社にも商圏拡大の機会をもたら

す。このように、エコシステムの参加者同士

がお互いの強みを持ち合うことで “Win-Win

の関係” が築かれる。

　本稿で述べたように、アジア新興国でも最

新 IT を活用した企業の取り組みが活発化し

ている。野村総合研究所（NRI）は、最新IT

の活用を通じたアジアにおける事業展開、製

品・サービスの付加価値創出や業務革新を支

援する取り組みを強めていく。 ■
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